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（1）

関連会社株式・・・移動平均法に基づく原価法

（2）

最終仕入原価法による原価基準によっている。

（3）

定率法によっている。但し、平成10年4月1日以降取得した建物及び平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備並びに

構築物については定額法によっている。一括償却固定資産については3年で定額償却。

（4）

ソフトウェアは定額法によっている。

（5）

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

（6） 長期前払費用の償却方法

長期前払費用は定額法によっている。

（7）

①

100％を退職給付債務とする方法）により計上している。

②

③

④

（8）

税抜方式で行っている。

（9） #REF!

0 48188

0 270499
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　　 特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科 目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

特定資産

　車両運搬具 89,814,699 0 38,949,012 50,865,687

　什器備品 498,933 0 124,733 374,200

合計 90,313,632 0 39,073,745 51,239,887

102,798,461

0 102,798,461

0 102,798,461

0 0

0 0 0

財務諸表に対する注記

重要な会計方針

退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、退職給付債務を簡便法(退職給付に係る期末自己都合要支給額の

役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

有形固定資産の減価償却の方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

無形固定資産の減価償却の方法

リース資産の減価償却の方法

有価証券の評価基準及び評価方法

－18－

税引前当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期正味財産増減額を計上する

ことを目的として税効果会計を適用している。

引当金の計上基準

貸倒引当金は過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上している。

賞与引当金は支給見込額のうち、当会計年度に帰属する額を計上している。

消費税等に関する会計処理

特定資産の増減額及びその残高

税効果会計の適用
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特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 (単位：円）

科 目 当 期 末 残 高
（うち、指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額）

(うち負債に対応
する額)

特定資産

　車両運搬具 50,865,687 (50,709,456) (156,231) －

　什器備品 374,200 － (374,200) －

　ソフトウェア 0 － 0 －

合計 51,239,887 (50,709,456) (530,431) －

4 担保に供している資産

（1） 什器備品　９，３２４，９９６円（帳簿価格）は割賦購入であり、所有権は留保されている。　（未払額　１，８２８，４４５円）

（2） ソフトウェア　１３，１９６，７００円（帳簿価格）は割賦購入であり、所有権は留保されている。　　（未払額　１３，０２２，２２３円）

5 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

科 目 取 得 価 額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

建　物 2,856,532 694,134 2,162,398 48,188

建　物　付　属　設　備 71,480,685 59,342,112 12,138,573 270,499

構　築　物 1,765,923 1,561,449 204,474

車　両　運　搬　具 914,943,567 863,301,961 51,641,606

健　診　器　具 145,043,624 130,704,130 14,339,494

什　器　備　品 125,833,740 88,713,605 37,120,135

リース資産 223,644,534 162,349,356 61,295,178

ソ　フ　ト　ウ　ェ　ア 376,418,702 242,665,479 133,753,223

合　計 1,861,987,307 1,549,332,226 312,655,081

3,037,066,757 3,037,066,757

3,096,408,869

3,096,408,869 0 3,096,408,869

－19－

特定資産の財源等の内訳



6

（１）

(単位：円）

賞与引当金繰入超過額 5,994,595

貸倒引当金繰入超過額 0

未払事業税否認等 3,121,193

退職給与引当金損金算入限度超過額 50,951,486

繰延税金資産 60,067,274

（２）

(単位：円）

項 目 非 収 益 事 業 収 益 事 業 合 計

税引前当期一般正味財産増減額（A) - 290,507,022 290,507,022

法人税、住民税及び事業税（B) - 97,324,853 97,324,853

法人税等調整額（C) - 1,924,384 1,924,384

当期一般正味財産増減額（A）－（B)－(C) - 191,257,785 191,257,785
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1 採用している退職給付制度の概要

当協会は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度および退職一時金制度を採用している。確定給付企業年金制度については、

複数事業主制度による「全国労働衛生機関企業年金」に加入しているが、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算すること

ができないため、確定拠出制度と同様に会計処理を行っている。なお、当協会が加入していた「全国労働衛生機関厚生年金基金」は平成

29年5月に厚生労働省より認可を受け、「全国労働衛生機関企業年金基金」へ移行している。

なお、当協会は退職給付に係る負債及び退職給付費用の算定にあたり簡便法を採用している。

2 確定給付制度

（1） 期首における退職給付に係る負債 110,313,856 円

退職給付費用 10,720,132 円

退職給付の支給額 ▲ 16,143,920 円

期末における退職給付に係る負債 104,890,068 円

（2） 非積立型制度の退職給付債務 104,890,068 円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 104,890,068 円

退職給付に係る負債 104,890,068 円 48,188

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 104,890,068 円 270,499

（3） 退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 10,720,132 円

－20－

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

法人税法上の非収益事業と収益事業の区分

退職給付関係

税効果会計関係



3 複数事業主制度

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度又は企業年金制度への要拠出額は、5,763,624円である。

なお、当協会が加入していた「全国労働衛生機関厚生年金基金」は、平成29年5月で代行返上を行い、確定給付企業年金基金である

「全国労働衛生機関企業年金基金」へ移行している。

8 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 (単位：円）

補助金等
の名称

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

受取補助金 JKA 4,127,760 ― 1,651,104 2,476,656

受取補助金 日本宝くじ協会 83,595,600 ― 35,362,800 48,232,800

合　計 87,723,360 ― 37,013,904 50,709,456

9 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 #REF! #REF!

(単位：円）

48188

270,499

0

0 0

特定資産

特定資産

内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

－21－

合計

経常収益への振替額

　減価償却費計上による振替額

37,013,904

0

貸借対照表上の
記載区分

0

37,013,904


